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新潟大学人文・法・経済科学部同窓会会則 

 

 (名称及び本部) 

第１条 この会は、新潟大学人文・法・経済科学部同窓会（以下「本会」という。）と称

し、通称名を青松会とする。 

２ 本会の本部を新潟県新潟市に置く。 

 

 (目的) 

第２条 本会は、会員相互の交流、親睦と共助を図り、新潟大学人文学部、法学部及び経

済科学部（以下「本学部」という。）並びに新潟大学の発展に寄与することを目的とす

る。 

 

 (事業及び事業年度) 

第３条 本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

 一  総会の開催 

 二  会員情報の整備及び管理 

三  会報の発行 

 四  その他、本会の目的を達成するために必要な事業 

２ 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

 (会員) 

第４条 本会の会員は、次のとおりとする。 

一  通常会員 

ア 本学部を卒業した者 

イ アを除く本学部に関連する大学院を修了した者 

ウ 本学部又は本学部関連大学院に在籍したことのある者 

二  準会員 

ア 本学部の在籍者 

イ 第一号アを除く本学部に関連する大学院の在籍者 

三  特別会員 本学部の教員 

２ 前項第一号中イ及びウ並びに第二号中イの会員は、当該規定に該当する者から入会の

申請があり、常任理事会の議決により、これを承認することとされた場合に限る。 

 

 (入会金及び会費) 

第５条 前条に規定する会員のうち、特別会員を除く会員は、入会の際入会金を納入し、

通常会員は、毎年度会費を納めるものとする。 

２ 前項に規定する入会金及び会費の額は、理事会で決定する。 

 

 (支部の設置) 

第６条 会員が多数居住する地域、又は所属する事業所に支部を置くことが出来る。 

２ 前項に規定する地域又は事業所において、第２条の目的のために設立された団体を同
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項に規定する支部とみなす。 

 

 (役員及び会計監事の設置) 

第７条 本会に次の役員及び会計監事を置く。 

 一  会長 １名 

 二  副会長  若干名 

三  理事  ４０名以上５０名以内 

四  支部長  各支部に１名 

五  事務局長 １名 

六  会計監事 ２名 

２ 第６条第２項の規定により支部とみなされた団体の代表者を支部長とする。 

 

 (役員及び会計監事の選任) 

第８条 前条第１項中第四号を除く役員及び会計監事は、総会の議決により、会員の中か

ら選任する。 

２ 役員又は会計監事たるにふさわしくない行為があると認められるときは、総会の議決

により、これを解任することができる。 

 

(任期) 

第９条 第７条第 1 項中第４号を除く役員及び会計監事の任期は３年とし、再任を妨げな

い。ただし、会長又は副会長について、その年齢が総会招集日において満７５歳に達し

ている場合は選任しないものとする。 

２ 補欠として選任された役員又は会計監事の任期は、前任者の任期が満了する時までと

する。 

３ 第１項に規定する役員及び会計監事は、任期の満了又は辞任により退任した後も、新

たに選任された者が就任するまでは、なお従前の権利義務を有する。 

４ 第７条第２項に規定する支部長の任期は、当該団体で定められた期間とする。 

 

 (役員の職務及び権限) 

第１０条 会長は、会務を統括して本会を代表する。 

２ 会長は、毎事業年度に４月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行状況を理事会

及び常任理事会に報告しなければならない。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故ある時は、あらかじめ総会の承認を得て指名さ

れた副会長が会長の職務を代行する。 

４ 理事、支部長は、それぞれ理事会、常任理事会を構成し、会務を処理する。 

５ 事務局長は、本会の予算及び事業を執行するほか、総会、理事会、常任理事会及び委

員会に関する事務を併せて行う。 

 

 (会計監事の職務及び権限) 

第１１条 会計監事は、本会の会計を監査し、理事会及び総会に報告する。 
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 (顧問) 

第１２条 この会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、会長が委嘱する。 

３ 顧問は、会長の要請に応じ、会議に出席して意見を述べることができる。 

 

 (総会) 

第１３条 本会に総会を置く。 

２ 総会は、第１５条第４項各号並びに第１６条第４項各号に規定する事項を除き、本会

の組織、運営、管理その他本会に関する一切の事項について議決することができる。 

３ 総会は、会長が招集し、議長は、会長がこれに当たる。 

４ 総会は、定時総会と臨時総会とする。定時総会は事業年度の開始の日から４月以内に

招集し、臨時総会は必要に応じて随時招集する。 

５ 総会は、概ね次の事項を審議、議決する。 

一 会則の改正 

二 役員、会計監事の選任、解任 

三 財産の減少 

四 決算、事業実績 

五 その他議事の審議 

６ 前項第四号の事項が第１１条に規定する監査を受け適正である場合は、会長は同項の

規定にかかわらず総会に報告するものとする。 

７ 議決は、第５項第一号については会員の出席者の三分の二以上、第二号から第五号に

ついては会員の出席者の過半数をもって行う。 

８ 前項の議決は、書面により行うことができる。 

 

 (総会以外の機関等) 

第１４条 前条に規定する総会のほか、本会に次の機関等を置く。 

 一 理事会 

 二 常任理事会 

 三 本部運営委員会 

 四 事務局 

  

 (理事会) 

第１５条 理事会は、会長、副会長、支部長、理事及び事務局長をもって構成する。 

２ 理事会は、会長が招集し、議長は、会長がこれに当たる。 

３ 理事会は、定時理事会と臨時理事会とし、定時理事会は年２回、臨時理事会は必要に

応じて随時招集する。 

４ 理事会は、概ね次の事業の執行に関する事項を審議、議決する。 

 一 総会の招集 

 二 役員、会計監事候補者の選定 

 三 予算、事業計画 

 四 決算、事業実績 
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 五 その他事業執行等に関すること 

５ 議決は、理事会を構成する役員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

６ 前項の議決は、書面により行うことができる。 

７ 第４項の規定にかかわらず、第１３条第５項第三号から第五号に規定する事項につい

て、総会の議決を得ることができない緊急を要する場合は、理事会が総会に代わること

ができる。この場合、理事会は、直近に開催される総会にその結果を報告し承認を得る

ものとする。 

 

 (常任理事会) 

第１６条 常任理事会は、会長、副会長、支部長及び事務局長をもって構成する。 

２ 常任理事会は、会長が招集し、議長は、会長がこれに当たる。 

３ 常任理事会は、定時常任理事会と臨時常任理事会とし、定時常任理事会は年３回、臨

時常任理事会は必要に応じて随時招集する。 

４ 常任理事会は、概ね次の重要事項について審議、議決する。 

 一 本会の組織体制、関係規程の整備 

 二 委員会の設置 

 三 事業執行の方針 

 四 事業実績の評価 

 五 その他重要事項等に関すること 

５ 議決は、常任委員会を構成する役員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

６ 前項の議決は、書面により行うことができる。 

７ 会計監事は、会長の要請に応じ、常任理事会に出席して意見を述べることができる。 

 

 (会議の招集) 

第１７条 第１３条第３項、第１５条第２項及び第１６条第２項にそれぞれ規定する総

会、理事会及び常任理事会の招集の通知は、書面により行う。 

 

 (議事録) 

第１８条 総会、理事会及び常任理事会における議事の経過の要領及びその結果は、議事

録に記載し、議長及び副会長並びに総会及び理事会にあっては会計監事がこれに記名捺

印する。 

２ 前項の議事録は１０年間保存する。 

 

(本部運営委員会) 

第１９条 本部運営委員会は、会長、副会長及び事務局長をもって構成する。 

２ 本部運営委員会は、会長が招集し、議長は、会長がこれに当たる。 

３ 本部運営委員会は、本会事業の執行及び運営の管理に併せ、総会、理事会及び常任理

事会に関する事務の管理に当たる。 

 

(事務局) 

第２０条 本会の事業を執行するため事務局を置く。 
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２ 事務局は、事務局長及び職員をもって構成する。 

３ 事務局は、総会、理事会、常任理事会及び委員会に関する事務を併せて処理する。 

 

 (委員会の設置) 

第２１条 本会の諸課題等を検討するため、必要に応じ、常任理事会の議決により、委員

会を置くことができる。 

２ 委員会は、委員長及び委員で構成し、会長が委嘱する。 

３ 委員長は、会長の要請に応じ、理事会、常任理事会等に出席し意見を述べることがで

きる。 

４ 委員会の運営等に必要な事項は、委員会が別に定める。 

 

 (報酬等) 

第２２条 役員、会計監事及び顧問並びに委員会の委員長及び委員は無報酬とする。ただ

し、常勤の役員に対しては、本部運営委員会において別に定める総額の範囲内で、当該

本部運営委員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算出した額を報酬等と

して支給することができる。 

２ 役員、会計監事及び顧問並びに委員会の委員長及び委員には、その職務を行うために

要する費用を弁償することができる。 

３ 前項に関し必要な事項は、本部運営委員会において別に定める。 

 

 (会計) 

第２３条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

２ 各会計年度における経費は、その年度の入会金、会費、寄付金、その他の収入をもっ

て充て、これを支弁する。 

３ 本会の会計を分けて一般会計及び特別会計とする。 

４ 特別会計は、特定の収入を以て特定の支出に充て、一般の収入支出と区分して経理す

る必要がある場合に限り設置する。 

 

 (表彰) 

第２４条 次の各号の一に該当する会員に対し、理事会の議決により、総会において、こ 

れを表彰し、または感謝状を贈呈することができる。 

一 本会活動に多大の貢献をした者 

二 文化・スポーツ・研究などを通じて第２条に規定する目的の達成と本会の名声を高 

めることに貢献した者 

 (補則) 

第２５条 この会則に定めるもののほか、本会の運営に関する必要な事項は、常任理事会

の議決を経て、会長が別に定める。 

  

附 則 

この会則は、昭和３４年１０月１８日から施行する。 

   附 則 



 

 6 / 7 

 

この会則は、昭和５１年７月２１日から施行する。 

附 則 

この会則は、昭和５４年３月２３日から施行する。 

  附 則 

この会則は、昭和５７年１月９日から施行する。 

附 則 

この会則は、昭和５８年１２月７日から施行する。 

附 則 

この会則は、昭和６０年２月２３日から施行する。 

附 則 

この会則は、昭和６１年１２月１９日から施行する。 

附 則 

この会則は、昭和６３年１０月２１日から施行する。 

附 則 

この会則は、平成７年１２月６日から施行する。 

附 則 

この会則は、平成１０年６月２２日から施行する。 

附 則 

１.会費は次の通りとする。 

① 入会金２０,０００円 ② 通常会員年額２,０００円 

２.この会則は、平成１７年６月１１日に改定し同日より施行する。 

３. 平成１８年４月１日から発足する「全学同窓会」に加入する。 

附 則 

１.会費は次の通りとする。 

① 入会金２０,０００円 ② 通常会員年額２,０００円 

２. この会則は、平成２６年７月５日に改定し、同日より施行する。 

  附 則 

１.会費は次の通りとする。 

① 入会金２０,０００円 ② 通常会員年額２,０００円 

２.この会則は、令和 4 年７月２日に改定し、同日より施行する。 

附 則 

１.入会金の額を２５，０００円に改める。 

２.入会金の額は令和７年７月５日に改定し、令和８年度入会金より適用する。 

  附 則 

１ この会則は、令和８年７月４日から施行する。ただし、第７条第１項第三号中「４０

名以上５０名以下」、第８条及び第１５条第５項の規定は、令和１０年度総会の招集の

日から適用する。 

２ 第５条の規定により理事会で決定された入会金及び会費の額は、別表１のとおり。 

３ 第６条の規定により設置された支部は、別表２のとおりとする。 

４ 第２１条第１項の規定に基づき設置された委員会は、別表３のとおり。 
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別表１ 

    入会金              会 費 

５００円(昭和３４年会則)     ２５０円(同左) 

 ２，０００円(昭和５１年附則(註))   ５００円(同左) 

５，０００円(昭和５７年附則(註))   ５００円(同左) 

１０，０００円(昭和５８年附則(註)) ２，０００円(同左) 

２０，０００円(昭和６１年会則) 

２５，０００円(令和７年附則) 

 

 

別表２ 

   首都圏支部     長岡圏域支部  

東北支部      会津支部 

山形県支部    秋田県支部  

長野県支部    群馬県支部  

  福島県中央支部  栃木県支部 

        新潟中央支部 

 

 

別表３ 

    会則・規定等検討委員会 

    特別会計活用検討委 

 


